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次期計画の策定について 

 

１．策定の主旨・背景                                               
 平成２６年７月施行の草津市自転車の安全で安心な利用の促進に関する条例第１４条に基づ

き、平成２８年３月に「草津市自転車安全安心利用促進計画」を策定し、令和２年度の見直し

において自転車活用推進法第１１条にある「市町村自転車活用推進計画」として位置づけ、こ

れまで様々な自転車の安全で安心な利用の促進を図るための取組を行ってまいりました。 

 今年度、当該計画の計画期間の最終年度を迎えるにあたり、市民の自転車利用についての現

状を把握し、これまでの施策の評価および課題の検証を行うとともに、改正道路交通法の施行

による自転車等に対する交通反則通告制度の導入および脱炭素社会の実現等の自転車を取り巻

く社会情勢の変化による新たな課題に対応するため、令和９年度以降の１０か年に取り組むべ

き自転車政策の方向性および施策等を定めた「第２次草津市自転車安全安心利用促進計画」を

策定するものです。 
 

２．計 画 期 間                                                                     
  令和９年４月から令和１９年３月まで（１０年間） 

  なお、５年目（令和１３年度）において、必要に応じて中間見直しを実施いたします。 
 

３．策定にあたっての視点                                                    
(１)根拠法令等 

自転車活用推進法（第１１条） 

草津市自転車の安全で安心な利用の促進に関する条例（第１４条） 

(２)上位計画・関連計画との整合 

草津市総合計画を最上位計画として、草津市都市計画マスタープラン、草津市地域公共交 

通計画等の関連計画と連携し、自転車の利用促進施策を進めていきます。 

見直しのポイント 

① 上位計画や社会情勢を踏まえた見直し 

国や滋賀県の自転車活用推進計画の改定や、自転車を取り巻く交通環境の変化、道路

交通法改正に伴う交通ルールの周知・啓発の重要性の高まりを踏まえ、現行計画の取組

を検証するとともに、今後の自転車利用環境の変化に対応した見直しを行います。 

② 草津市の現状および課題を踏まえた見直し 

 草津市の自転車利用環境（通行空間、自転車駐車場の整備状況等）および自転車利用

（自転車分担率、自転車保有台数、自転車事故の状況等）や、令和７年度に実施した「自

転車の利用に関する市民アンケート調査」の結果等より整理される、草津市における課

題を踏まえた見直しを行います。 

 

４．スケジュール（予定）                                                           
令和８年７月 第 1回草津市自転車安全安心利用促進委員会において諮問（本日） 

令和８年８月 第２回草津市自転車安全安心利用促進委員会（予定） 

令和８年 10 月 第３回草津市自転車安全安心利用促進委員会（予定） 

令和８年 12 月 第４回草津市自転車安全安心利用促進委員会（予定） 

令和９年１月 パブリックコメント（予定） 

令和９年４月 公表（予定） 
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1. 計画策定の趣旨と位置づけ 
1.1 計画策定の趣旨 

自転車は、通勤、通学、買い物などの日常生活において身近で重要な交通手段であるとともに、環

境負荷の低減、健康の保持増進等にも資する多面的な価値を有しています。このような認識のもと、

自転車は、徒歩や公共交通と並ぶ重要な移動手段として、人々の生活の質の向上や持続可能な都市・

交通体系の形成に向けた役割が期待されています。国においては、自転車活用推進法に基づき、令和 8

年 5月 29 日に第 3次自転車活用推進計画が閣議決定され、自転車の活用を総合的かつ計画的に推進す

る方向性が示されています。 

本市は、鉄道駅を中心とした都市構造を有し、平坦な地形が広がった自転車との親和性が高い都市

です。自転車は市民の日常生活や通勤・通学を支える重要な交通手段として広く利用されている一方

で、交通事故や自転車盗難の発生、交通ルールの問題など、安全・安心な利用環境の確保に向けた取

組が求められています。 

これらの背景から、平成 26 年 7 月 1 日に自転車施策に関する基本条例として「草津市自転車の安

全で安心な利用の促進に関する条例」（以下、「自転車条例」と記載）を施行し、自転車の安全で安心

な利用の促進を図るため、同条例第 14 条に規定する「草津市自転車安全安心利用促進計画（以下、

「本計画」として記載）」を平成 28年 3月に策定しました。本計画は、令和 2 年度の見直しにおいて

自転車活用推進法第 11条に規定される「市町村自転車活用推進計画」として位置づけており、自転車

の安全安心な利用、盗難の防止及び利用環境の整備並びに自転車の活用の推進に関する具体的施策を

推進する計画としております。 

この度、自転車の安全で安心な利用の促進を図るための取組を継続しつつ、国の第 3次自転車活用

推進計画が目指す方向性、モビリティの多様化や改正道路交通法の施行等の社会情勢の変化に対応す

るため、令和 9年度以降の 10か年に取り組むべき自転車政策の方向性および施策等を定めた「第 2次

草津市自転車安全安心利用促進計画」を策定するものです。安全で快適な走行環境等の整備、自転車

の安全な利用の促進、良好な地域の移動環境の実現、健康長寿社会や脱炭素社会の実現、観光・地域

の活性化などに関する具体的な施策の実行計画として策定します。 
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1.2 計画の概要 

（1）計画の対象地域 

本計画は草津市内全域を対象としています。 
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（2）計画の対象者 

安全な道路交通環境を実現するためには、歩行者、自転車、自動車など、すべての道路利用者がそ

れぞれの交通手段の特性を正しく理解し、交通ルールを遵守することが必要不可欠です。また、持続

可能な都市を実現していくためには、行政、市民、来訪者、事業者などのすべての人が社会課題を認

識し、望ましい都市・交通環境の実現に向けてそれぞれの立場で行動していく必要があります。 

このため、本計画は、自転車利用者のみならず、歩行者や自動車利用者を含むすべての道路利用者

と、行政、市民、保護者、学校、事業者、自転車小売業者を対象とします。 

自転車条例第 2章に定める「個々の責務」を踏まえ、それぞれが役割を自覚しながら相互に連携

し、自転車活用に関する施策を推進します。 

なお、本計画における自転車とは自転車条例第 2条第 1号に示す自転車とします。 

 

 

【参 考】 

（自転車条例） 

第 2条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 自転車 道路交通法(昭和 35 年法律第 105 号)第 2 条第 1項第 11 号の 2の自転車をいう。 

（道路交通法） 

十一の二 自転車 ペダル又はハンド・クランクを用い、かつ、人の力により運転する二輪以上の車(レールにより運

転する車を除く。)であつて、身体障害者用の車、小児用の車及び歩行補助車等以外のもの(原動機を用いるものにあつ

ては、人の力を補うため原動機を用いるものであつて内閣府令で定める基準に該当するものを含み、移動用小型車及び

遠隔操作により通行させることができるものを除く。)をいう。 

 

【参 考】 

「草津市自転車の安全で安心な利用の促進に関する条例」の“第 2 章個々の責務”中で、関係機関の責務が示されて

います。 

第 3 条市の責務、第 4 条市民の責務、第 5 条自転車利用者の責務、第 6 条保護者の責務、第 7 条学校の責務、第 

8 条事業者の責務、第 9 条自転車小売業者の責務 
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（3）計画の位置づけ 

草津市総合計画を最上位計画として、草津市都市計画マスタープラン、草津市地域公共交通計画等

の計画と連携し、自転車の利用促進施策を進めていきます。 

なお、本計画は自転車条例第 14 条に位置付けられた自転車安全安心利用促進計画であるとともに、

令和 8年 5月 29 日に国が策定した第 3次自転車活用推進計画に掲げる自転車の活用の推進に関する基

本方針と整合を図るため、「自転車活用推進法（平成 28 年法律第 113 号）」の第 11 条にある「市町村

自転車活用推進計画」と位置付けるものです。また、本計画で設定する自転車ネットワーク計画は、

令和 6年 6月に国土交通省・警察庁が策定した「安全で快適な自転車利用環境創出ガイドライン」に

定める「自転車ネットワーク計画」と位置づけるものです。 
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（4）（国）第 3次自転車活用推進計画 

2 度目の改定となる国の自転車活用推進計画では、新たにビジョンが設定され、将来にわたって自転

車活用により目指す社会や、自転車が貢献すべき姿が示されています。 

同計画では、自転車の活用を進める基盤として、誰にとっても安全で快適な通行空間の整備（ハー

ド）と、ルール遵守等による交通安全の確保（ソフト）が重要であるとし、ハード・ソフトの両面か

ら施策を推進していくこととしています。 

その上で、自転車を単なる移動手段にとどまらず、徒歩や公共交通と並ぶ重要な交通手段の一つと

して位置付け、人中心の移動体系やまちの構築を進める上でのアクティブモビリティの重要性を明記

するなど、自転車の位置付けを明確化しています。 

また、自転車の活用は、生活の質の向上、インクルーシブな社会の形成、まちの持続可能性の向

上、人中心のまちづくりの実現、健康長寿社会の実現、地域の観光・交流の推進に寄与するなど、多

様で多面的な価値を有するものとされています。さらに、健康長寿社会や脱炭素社会の実現、地域の

観光・交流の推進においても重要な役割を果たすことが示されています。 

このような認識のもと、安全かつ快適に自転車を活用できる環境の実現により、自転車交通の役割

を拡大し、人と地域が調和した、豊かに暮らせる持続可能な社会を目指すこととしています。 
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第3次自転車活用推進計画のビジョン  
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（5）計画目標年次 

本計画は令和 9年度（2027 年度）～令和 18年度（2037 年度）の 10 年間とし、令和 13 年度に前期

（5 年間）の目標達成状況や社会情勢の変化などにより必要に応じて見直しを行います。また、毎年

度、自転車安全安心利用促進委員会を開催し、取り組み状況などを確認します。 

 

（6）本計画の構成 現時点の構想 

本計画は、自転車利用者の安全安心の確保と自転車の利用促進を効果的に進めるため、以下の構成

とします。 

 

 

 


